
様式第２号（第７条関係）
創業計画書
	１　補助事業のタイトル
	

	２　創業区分
（第２条）
	□第１号　新規創業（個人）又は事業承継（同一事業）
□第２号　新規創業（法人）
□第３号　法人成り
□第４号　第二創業（事業承継を伴う。）

	３　創業の動機
	

	４　創業者の経歴
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	５　過去の事業経験
	□事業を経営したことはない。
□事業を経営しており、現在も継続している。
□事業を経営していたが、現在は止めている。

	６　事業に要する許認可、資格等
	□なし

	
	□あり　許認可、資格等の名称

	
	・

	
	・

	
	・

	
	□取得中　許認可、資格等の名称及び取得時期（見込）を記入

	
	・

	
	・

	
	・

	７　開業・法人設立日（予定日）
	　年  月  日
	８　事業（営業）開始日（予定日）
	　年  月  日

	９　主たる業種
（日本標準産業分類中分類まで記入）
	大分類
	中分類

	
	
	

	１０　従業員
	役員
	従業員（うちパート、アルバイト）

	
	人
	人（　　　　　人）

	１１　事業概要
	（自社の提供する商品やサービスの強み、顧客ニーズと市場の動向、今後の事業の戦略や展開（３年以上の計画の見通し、ロードマップ等）及び事業の実施体制、知識、経験などについて、具体的に記載すること。）


	１２　補助金活用により期待される効果
	

	１３　補助事業スケジュール
（補助対象期間内の事業実施時期と事業内容）
	

	１４　他の補助金の活用有無
	□予定あり（名称：　　　　　　　補助金）　□予定なし

	１５　事業の見通し
	
	１年目
（既に事業を行っている場合は、直近１年間）
	２年目
（既に事業を行っている場合は、１年後）

	
	(1)売上高
	円
	円

	
	　積算根拠
	
	

	
	(2)売上原価（仕入値）
	円
	円

	
	　積算根拠
	
	

	
	(3)売上総利益
[(1)-(2)]
	円
	円

	
	(4)販売費及び一般
管理費
	円
	円

	
	　広告宣伝費
	円
	円

	
	　人件費
	円
	円

	
	　家賃
	円
	円

	
	　その他経費
	円
	円

	
	(5)営業利益
[(3)-(4)]
	円
	円


※　記載量により、複数ページにわたっても差し支えありません。

